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Abstract: 
Russia's invasion of Ukraine has sparked a major impact on the energy sector. While the relationship between war and 
conflict and energy has been actively discussed in the context of energy security, the relationship between energy and 
defense policy, a traditional security area, has been less discussed. The impact of energy trade on international relations 
can be viewed either as an increase in threat due to increased vulnerability to other countries or as a stabilization of 
international relations through the establishment of interdependence. In this paper, we examine whether the defense 
expenditures of NATO countries are affected by their dependence on Russia for fossil fuel consumption based on defense 
demand modeling. The results suggest that before the invasion of Ukraine, NATO countries viewed fossil fuel imports 
from Russia in terms of interdependence, which would reduce interstate tensions. After the invasion of Ukraine, we point 
out aspects in which the introduction of renewable energy is used as a means of countering Russian power. 
 
Keywords: Defense spending, security, interdependence theory, energy transition, international politics, renewable 
energy 
 
要旨 

ロシアによるウクライナ侵攻はエネルギー分野に大きな影響を巻き起こした。戦争・紛争とエネルギーと

の関わりについては、エネルギー安全保障の文脈では盛んに議論されてきた一方、伝統的な安全保障分野で

ある防衛政策とエネルギーとの関係についてはこれまであまり議論されてこなかった。エネルギーの貿易が

国際関係に与える影響としては、他国に対する脆弱性が増すため脅威が増大するとの捉え方と、相互依存関

係が成立することで国際関係が安定化するとの捉え方とがあり得る。本文では、防衛需要モデリングに基づ

いて NATO諸国の防衛費が化石燃料消費量の対ロシア依存度に影響を受けているのか検討した。その結果、
ウクライナ侵攻以前において NATO諸国はロシアからの化石燃料輸入が国家間の緊張を低減するという相互
依存論的な捉え方をしていたことが示唆された。ウクライナ侵攻後においては、再生可能エネルギーの導入

がロシアのパワーに対抗する手段として用いられている側面を指摘する。 
 

キーワード：防衛費、安全保障、相互依存論、エネルギー転換、国際政治、再生可能エネルギー 
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1.はじめに 

2022 年に勃発したロシアによるウクライナ侵攻は、エネルギー分野において広範囲

に大きな影響を及ぼした。軍事的な対立がエネルギー分野に多大な影響を与えた出来

事は第四次中東戦争に起因したオイルショックなど過去にも複数回生じているが、今

回改めてその影響の大きさが露呈することとなった。 

有事の際にエネルギー供給の量・価格が影響を受ける問題に関しては、エネルギー

安全保障として政策上重要課題として取り組まれてきた。例えば、資源エネルギー庁

ではエネルギー政策での最も重要な点は、「安全性（Safety）」を前提とした上で、「エ

ネルギーの安定供給（Energy Security）」を第一に考え、「経済効率性（Economic 
Efficiency）」の向上、つまり低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に「環境へ

の適合（Environment）」を図ることとしている(資源エネルギー庁 2019)。その目標の

ため、学術上も多くの議論がなされてきた（入れる）。 

一方で、エネルギーの問題が狭義の安全保障分野、すなわち防衛政策にどのような

影響を与えてきたかについては議論が十分とは言えない。石油・油田の確保を意図し

た軍事行動については過去に例があるため歴史的研究がなされているものの、今後起

こるエネルギー転換が国際政治や防衛政策にどのような影響を及ぼすかについては

あまり議論されていない。 

エネルギー転換と国際政治経済学を架橋することを試みた先行研究として、『エネル

ギー転換の国際政治経済学』（高橋, 2021）が挙げられる。この研究では、エネルギー

転換前の化石燃料が主要なエネルギー源だった時代はリアリズム的な世界であった

との見解が示されている。エネルギー転換後は貿易により取引されるのが主に電力と

なるため貿易量は減少し、また代替可能性が高まる。また送電網が相互に接続され電

力融通が活発になるためリベラリズム的な世界になるとされている。 

しかしながら、当該研究ではエネルギーの貿易が国際政治・安全保障上どのように

認識されてきたのかについて定量的な分析はなされていない。また、化石燃料の貿易

についても、相互依存論の立場からは国際関係を安定に導くものとの主張も十分可能

であると思われる。 

2.国際関係論から見た化石燃料貿易 

国際関係論においては、国際関係を捉える枠組みとして大きく２つの考え方が存在

する。リアリズムは、国際関係における国家は「パワー」を最大化しようとするアク

ターとして想定される。リアリズムに沿って化石燃料貿易の政治的意味を理解すれば、

パワーを行使する手段とみなされる。第二次世界大戦や第四次中東戦争などの際に行
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われた石油輸出禁止が具体例として挙げられるだろう。この場合、化石燃料の貿易は

輸入国にとって輸出国から受ける脅威を増幅させるものとなる。 

リベラリズムでは、貿易によって経済的な相互依存関係が強まることは、相手国を

攻撃することで被る損失が増加するため国家間の緊張緩和に資すると考える（相互依

存論）。この視点に立てば、化石燃料の貿易は輸入国にとって輸出国から受ける脅威

を低下させるものとなる。 

つまり、化石燃料の貿易が国際政治や安全保障政策に与える影響については、依拠

する理論によって正反対の結論となり得る。よって、今回は化石燃料の貿易が防衛政

策においてどのように捉えられてきたのかを定量的に分析する。分析対象はロシアと

NATO である。選定理由としては互いに防衛政策上最大の脅威と認識している一方、

エネルギーの貿易においては互いに主要な相手先となっており、相互に影響を及ぼし

ている可能性が高いからである。 

3．データと手法 

今回は、防衛経済学において防衛費の変動要因を分析する際に用いられる防衛需要

モデリングに基づいて分析を行った。 
防衛需要モデリング式の導出を以下で述べる。nヵ国が加盟する同盟の各国が、そ

れぞれ国民所得 I を非防衛目的の民間財 y と防衛目的に使用される財 q との間で配分

すると想定する。同盟内において各国の軍事力が純粋公共財であるならば、各国が便

益を受ける軍事力は共通で、その程度は 
 

𝑄 =#𝑞!

"

!#$

																																																																																									⑴ 

 
で表される。そして,各国の政策意思決定者が持つ効用関数は 

 
𝑈! = 𝑈(𝑦! , 𝑄, 𝑇)												     																																												⑵ 

 
で表される。なお、ここで Tとは潜在的であるものを含む敵対国から受ける脅威の程

度である。ここでいう脅威とは敵対国から攻撃を受ける可能性および想定される被害

規模である。恐怖・不安を覚えるという心理的側面や、海外投資家が要求するリター

ンが上昇することによる資金調達コストの増加などの影響が生じるので、実際に攻撃

が実行されなくとも攻撃される可能性や想定被害が拡大すると効用関数に負の影響

を及ぼすと想定される。つまり、各国の効用は民間財の消費が増えるほど増大し、敵

対国からの脅威が増加するほど減少し、防衛力の増加は脅威を軽減するので効用を増

加させると想定されている。 
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多くの実証研究(Christie et al., 2022; George et al., 2021; Hou and Chi, 2021)において民

間財と防衛財の物価変動は同一の動きをすると仮定されている。防衛費の大きな部分

を人件費が占めており、装備品についても最先端の技術を用いる一部の装備を除けば

民間品と共通の部品・素材を使用することを考えると許容可能な仮定である。それに

従って両者の価格を 1 に標準化すると、所得制約は 
 

𝐼! = 𝑦! + 𝑞! 																																																																																											⑶ 
 

で表される。また,i 国以外の同盟構成国による軍事支出を 
 

𝑄%. =#𝑞&
!'&

																																																																																											⑷ 

 
と表記すると,i 国の効用関数は 
 

𝑈! = 𝑈/𝑦! , 𝑞! + 𝑄%. , 𝑇0																																																																		 ⑸ 
 

で表される。この式における𝑞!の最大化問題を解くと,自国が支出する防衛財の需要関

数 
𝑞! = /𝐼! , 𝑄1! , 𝑇0																																																																															 ⑹ 

 
すなわち①国民所得 ②同盟国の軍事力 ③想定される脅威の程度によって防衛需

要が決定するとのモデルを得る。今回はロシアからの化石燃料輸入自体が NATO諸国

の防衛費に影響を与えていたとの仮説を検討している。そのため、ここに NATO加盟
各国が消費する化石燃料のロシア依存度𝐷!を加えて回帰式を設定する。 

 

𝐷𝐵!( = 𝛼𝐼!( + 𝛽𝑄1!( + 𝛾𝑇( + 𝛿𝐷!( + 𝜀!( + 𝜁! 	 																					⑺ 

 
⑺式が今回設定した回帰式である。以下、各変数として使用したデータについて説明

する。 
 𝐷𝐵!"は各国の防衛費であり、SIPRI Database よりドル建てでのデータを入手した。

𝐼!"は各国の所得であり、今回は IMF Database より入手した各国のドル建て GDP を用

いた。𝑄%!"は今回対象とした NATO 諸国の防衛費の合計から自身の防衛費を引いたも

のを採用した。なお、NATO がネットワーク状に相互防衛の義務を定めている以上

NATO の全加盟国の防衛費が各国にとっての防衛需要に影響を及ぼすこととなるが、

分析期間中に NATO は主に東欧に大きく拡大しており、比較可能性を確保するため今

回はソ連崩壊以前から NATO に所属していた国々に対象を絞って検討した。𝑇"には

SIPRI Database より入手したロシア連邦の軍事費（ドル建て）を採用した。𝐷!"は IEA
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が公開している加盟国の化石燃料消費における対ロシア依存度を採用した。なお、𝐷!"
以外の変数については対数化を行っている。 
今回対象とした期間は IEA において加盟国の化石燃料消費におけるロシア依存度

が公開されている 1990 年から 2021 年までであり、おおよそロシア連邦成立からウク

ライナ侵攻までの期間に相当する。なお、クリミア侵攻が 2014 年に発生しているが

今回の分析枠組みにおいては期間を分けても結論は変わらなかった。ただし、EU の

政治指導者の言説を分析した研究(Tichý and Dubský, 2024)では 2014,2015 年において

エネルギー安全保障に関して言及される回数が急増したことが示されており、政治指

導者の言説が防衛費に反映されなかった要因についてはさらなる検討が必要であり、

今後の課題としたい。 
対象とした国家は 1990 年時点で NATO に加入しておりかつ IEA に加盟しているヨ

ーロッパの国家であり、ベルギー、フランス、ドイツ、ギリシャ、イタリア、ルクセ

ンブルグ、オランダ、ポルトガル、スペイン、トルコ、イギリス、デンマーク、ノル

ウェーの 13 か国である。なお、アイスランドも 1990 年時点で NATO に加入しており

かつ IEA に加盟しているとの条件を満たすものの、独自の軍隊を持たないため全期間

を通して防衛費が 0 である。そのため今回分析の対象とはしていない。 
NATO内においても各国家においてロシアとの地理的・政治的距離には相違がある

ため、分析は各国固有の要因を除去できる固定効果モデルを用いて行った。今回のデ

ータセットは 13 か国、32 か年の計 450個のサンプルからなるパネルデータである。

今回のように𝑁 < 𝑇となるデータセットにおいては、通常の標準誤差が適切な値を取

らないことが知られている。そのため、時系列の断面依存性について堅牢な標準誤差

(Driscoll and Kraay, 1998)を用いた。 
 

4．推計結果 

表 1 推計結果 
 係数 標準誤差 p値 
𝐼!(（GDP） 0.277 0.056 0.000 
𝑄1!(（同盟国の防衛費） -0.160 0.150 0.295 
𝑇(（ロシアの防衛費） -0.002 0.058 0.977 
𝐷!(（ロシア依存度） -0.621 0.102 0.000 
𝜀!(（残差） 9.944 1.450 0.000 

 
表 1 が推計結果である（R二乗値は 0.294）。変数のうち NATO諸国の防衛費に有意

に影響を与えていたのは GDP と化石燃料消費量の対ロシア依存度であった。GDP の

変化は防衛費に正の影響を与え、GDP が 1%伸びると防衛費は 0.277%上昇する。化石

燃料消費量の対ロシア依存度は防衛費に負の影響を与え、対ロシア依存度が 1ポイン

ト上昇すると防衛費は 0.621%減少する。このことは、政策決定過程において化石燃料
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の貿易が相互依存論的な捉え方をされていた可能性を示唆する。 
同盟国の防衛費に対する反応が明確でなかったことは、NATO諸国において他の同

盟国の追加支出に対するフリーライド行動が顕著でなかったことを意味する。NATO 
加盟国はそれぞれが独立に防衛予算を決定するものの、その水準に関しては対 GDP
比 2%という目標値が定められており、必ずしも自国の効用に関する最適化問題の解

通りの行動はしていない。 

5．結論 

前章で述べた通り、NATO諸国においては 1990 年～2021 年の期間において、化石燃

料消費量の対ロシア依存度は防衛費に負の影響を与えていた。これは、ウクライナ侵

攻以前においてはロシアからの化石燃料輸入が軍事的な脅威を低減させるものとと

らえられていたことを示唆し、相互依存論の考え方が受け入れられていた可能性があ

る。 
一方で、ウクライナ侵攻勃発前後に欧州各国が直面した事態は、まさにリアリズム

が思い描く世界だったと言える。ドイツの政府および国内世論は天然ガス供給の途絶

を恐れ侵攻勃発までウクライナ支援に及び腰となっていた（板橋, 2023）。また、西側

諸国が行った金融制裁に対してロシアは天然ガスの取引をルーブル建てにすること

で対抗しようとした（木内, 2022）。化石燃料の貿易はロシアにとってまさにパワーを

行使する手段となったのである。 
急速にリアリズム的政策へ転換することを余儀なくされた欧州諸国にとって、ロシ

アのパワーに対抗するため取り得る手段は限られている。天然ガスに限らず石油・石

炭もロシアは世界市場において大きなシェアを持っており、化石燃料は代替手段とな

り得ない。原子力に関しても、西側諸国において近年脱原発政策が持続してきたこと

から核燃料の製造能力が不足しており、世界市場における主要なプレイヤーはロシア

である（小林, 2023）。再生可能エネルギーは、現時点でエネルギー消費のロシア依存

度を下げ得る唯一の手段なのである。 

6．今後の展望 

今回実施した内容は統計データに基づいた定量的な分析である。ウクライナ侵攻以

前においては対ロシア政策において相互依存論的な考え方が取られていた可能性に

ついては、定性的な情報を加えてより詳細かつ多角的な分析が必要であると考えられ

るため、今後の課題としたい。 
また、筆者が再生可能エネルギー経済学講座における海外研修にてデンマークエネ

ルギー庁の Philip 氏に聞き取り調査を行った際、「国内で再生可能エネルギーはプー

チン大統領に対抗する手段として認知された」とのことを伺った。ウクライナ侵攻後

の欧州においては、リアリズムの観点から再生可能エネルギーが追求されるという側

面が出てきた可能性があり、今後のさらなる検討が必要である。 
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本研究はより一層ブラッシュアップすることを目指しているため、今後ともより一

層のご助言を賜れれば幸いである。 
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